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OflD爵能率の測定は，試験用グミゼリー NO.3 を 20回阻輔させ，算出した岐断片表面積における原形からの増加量を岨
暢能率の指標とした。最大股合力は，デンタルプレスケール50H ， R type を用いて測定した。
各被験者ごとの阻鴨能率と，最大校合力および上記 8 項目との関連性について，また最大股合力と①，②，④，⑥，
⑦，⑧の 6 項目との関連性について分析を行い， さらに旧日爵能率に対して有意な影響が認められた要因を説明変数，
H且暢能率を目的変数とし，数量化 I 類による多変量解析を行い，各要因の阻晴能率への影響度を検討するとともに，
阻鴎能率の予測式を求めた。
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【研究結果】
1.阻鴎能率と最大校合力との関係
阻晴能率と最大股合力は，有歯顎群，無歯顎群ともに有意な正の相関を示した。
2. 唱暢能率ならび、に最大日交合力に影響を及ぼす要因
まず，阻H爵能率については，有歯顎群，無歯顎群ともに，年齢，性別，現顎義歯の使用期間，および軟口蓋の欠損
の有無による差は認められなかったが，硬口蓋の欠損範囲が正中を越えると阻鴫能率が有意に低下した。また有歯顎
群では，上顎の残存臼歯数および校合支持域の減少とともに，阻鴫能率は低下した。一方無歯顎群では，開口量と哩
輔能率との聞に有意な正の相関が認められ，また非手術側に下顎臼歯を有すると阻暢能率は有意に高くなった。
次に最大校合力については，有歯顎群の場合，男性の方が女性より高く，また攻合支持域の減少にともない低下す
る傾向を示した。一方無歯顎群では，年齢との間に負の相関が認められたが，他の項目においては一定の傾向はみら
れなかった。
3. 多変量解析の結果
各カテゴリーのカテゴリーウェイトから，有歯顎群，無歯顎群ともに，硬口蓋の欠損範囲が正中を越えることが，
さらに有歯顎群においては臼歯部の校合支持を喪失することが，阻日爵能率を低下させる大きな要因となることが示さ
れた。また，有歯顎群では硬口蓋の欠損範囲，上顎の残存臼歯数，上下顎間の校合支持の各要因を，無歯顎群では最
大校合力，硬口蓋の欠損範囲，上下顎間の校合支持，関口量の各要因をそれぞれ説明変数とした喧暢能率の予測式が
得られ，寄与率は有歯顎群において0.72，無歯顎群において0.61 を示した。
【考察ならびに結論】
阻鴫能率に対し，有歯顎群，無歯顎群ともに最大佼合力ならびに硬口蓋の欠損範囲の影響が示され，さらに有歯顎
群においては残存臼歯数および上下顎間の校合支持の影響が，無歯顎群においては下顎臼歯の有無および開口量の影
響がそれぞれ認められたことから，上顎顎義歯装着者の哩鴫機能の維持に対し，上下顎の歯を保存することの重要性
が示された。そのため顎義歯の設計に際しては，機能時における顎義歯への負荷を予測し支持，把持，維持のため
に残存軟組織の最大限の利用を図ることにより，残存歯への負担を可及的に軽減することが必要であると考えられる。
また，術後早期から暫間顎義歯による可及的な口腔機能回復を図り，積極的な下顎運動を促すことにより関口障害を
防止することも，日且鴫機能回復に対し有効であると考えられる。
さらに，多変量解析により各要因の阻暢能率への影響度が明らかとなり，硬口蓋の欠損範囲とともに，臼歯部の佼
合支持の阻鴫能率に対する影響の大きさが示された。また，得られた岨鴫能率の予測式は，有歯顎群，無歯顎群とも
に比較的高い寄与率を示したことから，臨床における予測式の有用性が示された。術前に哩鴫能率の予測をたて，術
後の顎補綴治療の到達目標を明確に数値化できることは，治療方針の確立や治療効果の評価に対して有効であるもの
と考えられる。
以上のことから，顎補綴治療を行った上顎腫蕩術後患者の岨鴫能力に影響を及ぼす要因が明らかとなり，それらの
要因を検査することによって，顎義歯による阻暢機能回復の現状を評価，あるいは予後を推測し得る可能性が示唆さ
れた。
論文審査の結果の要旨
本研究は，上顎腫虜術後患者に対する阻鴎機能診査法として試験用グミゼリーを用い，上顎顎義歯装着者の岨鴫能
力に影響を及ぼす要因を知り，定量的な機能評価法を見い出す目的で行ったものである。
その結果，阻噌能率に対して，最大股合力，硬口蓋の欠損範囲，上顎の残存臼歯数，上下顎間の校合支持状態およ
び開口量が明らかに影響を及ぼし，さらにこれらの要因から岨暢能率を予測する式が得られたことにより，上顎腫蕩
術後患者に対する顎義歯による岨暢機能回復について，現状の評価や予後の推測ができる可能性が示された。
以上のことから，本研究は上顎顎義歯装着者の阻鴫機能に関する指標のひとつとして有益な示唆を与えるものであ
り，博士(歯学)の学位請求に値するものと認める o
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